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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府・日銀による成長戦略や金融政策等を背景として緩やかな回復基調となり

ました。しかしながら、円安による輸入原料価格の上昇、平成26年４月からの消費税率引き上げの影響などにより、先行

き不透明な状況が続いております。 

 当社は、平成26年６月30日発表「特設注意市場銘柄の指定及び上場契約違約金の徴求についてのお知らせ」にてお知ら

せいたしましたとおり、東京証券取引所より内部管理体制について改善の必要性が高いと認められたために、平成26年７

月１日付で「特設注意市場銘柄」に指定されました。当社は、この事態を深く反省し、平成26年９月12日発表「第三者委

員会の調査報告に基づく再発防止策について」のとおり改善策を決定し、全社一丸となりまして、内部管理体制の強化に

向けた取り組みを進めております。 

 このような状況において、当社グループは、引き続きパチンコホール様を主たるお客様として、不動産等のオフバラン

ス、ファイナンス、及び中古遊技機のレンタルなどを行うアミューズメント事業に経営資源を集中し、平成26年12月に東

京都大田区西蒲田の不動産取得し、同月より賃貸を開始するなど事業基盤の強化を実現しております。 

 これらの結果、当連結会計年度における経営成績は、売上高８億88百万円（前年同期比29.9％減）、営業利益１億20百

万円（前年同期比241.1％増）となりました。 

 営業外損益につきましては、株式会社オムコによる不正取引に関する事実解明のための調査費用、これに起因する過年

度会計処理に関する諸費用として平成26年３月期決算において計上した取引先不正調査等諸費用引当金繰入額60百万円に

ついて、当該費用が確定したことに伴い、取引先不正調査等諸費用引当金戻入益11百万円、及び為替相場の変動により為

替差益15百万円を各々計上したことに加えて、中古遊技機レンタル取引において、他人物取得に伴う他人物レンタルであ

った間、仮受金計上していたレンタル料６百万円を、他人物状態解消に伴いレンタル代金受領益として計上したことなど

により営業外収益42百万円を計上しました。これに対して、平成26年７月に神奈川県川崎市の賃貸不動産について信託設

定を行った際に不動産信託化関連諸費用56百万円、及び平成26年３月期通期決算におきまして貸倒引当金繰入額81百万円

を計上した杭州佳路克電子有限公司向けUS$建て債権について、為替相場の変動により、平成27年３月末における債権残

高が95百万円となったことに伴い、当連結会計年度における増加額13百万円（貸倒引当金繰入額）を各々計上したことに

加えて、支払利息66百万円、事業譲渡代金の残額に対する貸倒引当金繰入額50百万円を計上したことにより、営業外費用

２億９百万を計上しました。 

 この結果、当連結会計年度における経常損失は46百万円となりました。 

 また、特別損益につきましては、千葉県松戸市、福島県いわき市の不動産の譲渡を行ったことに伴う固定資産売却益

105百万円、レンタル用中古遊技機の売却に伴う固定資産売却益13百万円を各々計上したことに加えて、当社主要株主が

行った当社株式の短期売買に関して、当該主要株主に対して利益返還請求を行ったことにより短期売買利益受贈益61百万

円を計上したことなどにより特別利益１億80百万円を計上しました。これに対して、平成26年６月30日付にて東京証券取

引所より上場契約違約金の徴求を受けたことに伴い、上場契約違約金支払損失10百万円、平成26年12月16日付で金融庁よ

り課徴金納付命令を受けたことに伴い、課徴金１億51百万円、平成24年９月に電子機器用部品事業の事業譲渡を行った際

の中国における税務関連費用などの諸費用の精算を行ったことに伴い、事業譲渡関連損失６百万円、レンタル用中古遊技

機の売却に伴う固定資産売却損13百万円を各々計上したことなどにより、特別損失１億86百万円を計上しました。 

 これらに加えて、上記福島不動産譲渡に伴い、繰延税金負債16百万円の取り崩しを行い法人税等調整額16百万円を計上 

した結果、当連結会計年度における当期純損失は48百万円となりました。 

 

（次期の見通し） 

 次期におきましても、引き続き、取引における収益性が高く、安定的な需要が見込まれるパチンコホール及び関連事業

者を対象とした事業運営に経営資源を集中させることで、収益力及び経営体質の強化を図ってまいります。 

 不動産オフバランス（取得、賃貸取引）事業に関しましては、他業種への賃貸と比較しますと有利な賃料設定が可能で

あることから、長期安定的に収益確保が可能な事業と見込んでおります。ただし、長期にわたる賃貸契約が前提となりま

すので、何らかの事由により賃貸契約が中途解約になった際に、他のパチンコホールへの賃貸が可能であるかの検討な

ど、取得時において、対象パチンコホールの信用力、対象不動産の評価のみならず商圏の分析、立地の競争力等を総合的

に検討した上で、取組みの可否、取得額の決定を行う方針であります。 

 貸金業に関しましても、貸出先の信用力、資金使途等を吟味の上、引き続き積極的に取り組む方針でありますが、貸出

先の信用力、貸出期間等に応じて適切な保全確保を徹底いたします。 

 中古遊技機レンタル事業に関しましては、対象パチンコホールの信用力、対象機種の将来価値などを検討の上で積極的

に取り組んでいく方針であります。ただし、他人物取得、他人物レンタルに該当しないことの確認、レンタル資産取得

時、及びレンタル期間中における現物確認を徹底するなど、相手先パチンコホールに対して求める管理体制、協力体制の

水準を高くしたことにより、短期間における急速な事業拡大が難しいことを認識しております。 

 上記の３事業だけではなく、当社グループは、パチンコホール及び関連事業者が抱える様々なニーズに対して前向きに

取り組み、収益力の増強を図ってまいりますが、これらの事業に取り組むにあたりましては、当社グループが所要資金を

調達できていることが前提であり、調達額の大小によりまして、当社グループの業績は大きく変動することとなります。 
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 従いまして、平成28年３月期の業績予想に関しましては、当社グループが12期連続で当期純利益が赤字であること、及

び現在、当社が、特設注意市場銘柄に指定されていることなどが、当社グループの調達資金に及ぼす影響を鑑みて、新た

な資金調達を織り込まないこととし、検討いたしました。 

 また、当社は、平成27年４月30日発表「中古遊技機販売取引への取り組み」のとおり、今後も遊技機（新台、中古を問

いません。）の仕入を直接行い、パチンコホール、販売会社などに対して直接販売する取引につきましては、全取引にお

いて当社グループの役職員が、仕入時の検収、及び販売先への納品に立ち会うことを徹底することが前提となりますが、

取り組む方針であります。しかしながら、現時点で具体的な予定がありませんので、平成28年３月期の業績予想には織り

込んでおりません。 

 以上より、平成28年３月期の業績は、売上高６億30百万円、営業利益１億50百万円、経常利益60百万円、親会社株主に

帰属する当期純利益50百万円を見込んでおります。 

 

・次期見通しに関する留意事項 

 上記業績見通しは、現在入手可能な情報に基づく当社の判断によるもので、リスクや不確定要素が含まれております。

従いまして、実際の業績が記載見通しと異なる可能性があることを予めご理解ください。 

 

（２）財政状態に関する分析 

 ①資産・負債・純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産は、前連結会計年度末と比較して16億10百万円増加して56億26百万円となりました。これは

主に、東京都大田区西蒲田に賃貸用不動産を購入したことにより土地・建物15億21百万円、長期貸付金２億８百万円、

現金及び預金２億88百万円が各々増加したことに対して、千葉県松戸市、福島県いわき市の不動産譲渡により土地３億

10百万円、中古遊技機レンタル事業におけるレンタル用資産90百万円が各々減少したことなどによるものであります。 

 当連結会計年度末の負債残高は、前連結会計年度末と比較して16億58百万円増加して29億47百万円となりました。こ

れは主に、賃貸用事業用不動産取得など事業資金の借り入れにより借入金18億23百万円（長期、短期合計）が増加した

ことに対して、平成26年３月期に計上した取引先不正調査等諸費用引当金60百万円について費用確定に伴いその全額、

関係会社清算損失引当金79百万円について支払い実現により19百万円が各々減少したことに加えて、福島県いわき市の

不動産譲渡に伴い繰延税金負債16百万円を取り崩したことなどによるものであります。 

 当連結会計年度末の純資産残高は、前連結会計年度末と比較して47百万円減少して、26億78百万円となりました。こ

れは主に、当連結会計年度において当期純損失48百万円を計上したことなどによるものであります。 

 

 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度末と比較して３

億20百万円増加し、６億６百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況およびこれらの

要因は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、１億65百万円の支出となりました。これは主に、過

年度決算の訂正を行ったことに伴い、課徴金１億51百万円、上場契約違約金10百万円などの支出が発生したことなどに

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、12億95百万円の支出となりました。これは主に、千

葉県松戸市、福島県いわき市の不動産譲渡による収入４億14百万円が発生したのに対して、貸金業における貸付金２億

９百万円（回収金差し引き後）、東京都大田区西蒲田の賃貸用事業用地取得に伴う支出額15億19百万円、が各々発生し

たことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、17億82百万円の収入となりました。これは主に、平

成26年７月の神奈川県川崎市の賃貸不動産信託設定に伴う諸費用の支出56百万円が発生したことに対して、平成26年12

月の東京都大田区蒲田の賃貸用不動産取得、及び前記不動産信託設定などに伴い長期借入金純増額13億63百万円、短期

借入金純増額４億75百万円が各々発生したことなどによるものであります。 
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 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成26年３月期 平成27年３月期 

自己資本比率 67.9 47.6 

時価ベースの自己資本比率 175.7 121.1 

キャッシュ・フロー対有利子負債

比率 

2.7 － 

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ 

26.7 － 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。 

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。 

５．利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

６．平成27年3月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのためキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレ

スト・カバレッジ・レシオは「－」で表示しております。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要施策の一つとして認識しており、継続的かつ安定的に配当を行うこ

とを基本とした上で、当社グループ事業の継続的な成長のために、配当性向と企業体質の強化及び内部留保の充実のバ

ランスを勘案して決定することを基本方針としております。 

 今後につきましては、業績回復に注力し、株主各位のご期待に沿うべく、全力を傾けていく所存でありますが、その

一方で、今後の継続的かつ安定的な事業発展を推進するため、より一層の企業体質強化及び業容の拡大に備えて内部留

保を充実させることも目標としております。この内部留保につきましては、将来的に収益の向上を通じて皆様に還元で

きるものと考えております。 

 当期配当につきましては、当連結会計年度においても損失を計上しましたので、誠に遺憾ながら引き続き無配とさせ

ていただきます。 

 次期配当につきましては、収益動向等を見極めた上で判断いたしたいと考えておりますが、早期に業績を回復させる

とともに、上記の方針を踏まえて復配等を行えるよう鋭意、努力してまいる所存であります。 

 

（４）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、事業運営及び財務状態その他に関する事項のうち、投資家の投資判断に影響を及ぼす考えら

れる主な事項として、以下のようなリスクがあげられます。これらのリスクは複合、連鎖して発生し、様々なリスクを増

大させる可能性があります。 

 当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努めてまいりま

す。 

 なお、本項目に記載の事項は必ずしもすべてのリスクを網羅したものではなく、また、将来に関する事項は、当連結会

計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

 

①外部環境によるリスク 

ａ．法的規制に伴うリスク 

 当社グループの主たる顧客であるパチンコホールは「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（以下、

「風営法」といいます。）に定める基準に従って営業することが義務付けられており、パチンコホールが店内の設備投

資を行う場合、風営法に基づいて、予め各都道府県公安委員会に届出書を提出して、承認を受ける必要があります。ま

た、風営法以外にも、「各都道府県条例」による規制を受けるとともに、過度な射幸性を抑制する目的等から、パチン

コホールを業界団体が自主規制を行うことがあります。このような法的規制や新たな自主規制の実施により、パチンコ

ホールの営業に制限が課せられた場合、あるいはパチンコホールの設備投資動向が急激に変化した場合、当社グループ

の業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 
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ｂ．市場動向の変化によるリスク 

 当社グループの主たる顧客はパチンコホールであります。パチンコホールの経営環境悪化及びそれに伴う市場構造の

変化、需要の縮小が発生した場合、日本経済あるいは世界の経済環境の悪化などの影響を受けた場合、当社グループの

業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 

ｃ．競争激化に伴うリスク 

 当社グループは、価格設定、取引条件などにおいて、他社との競合に晒されています。その他、競合要因としては、

業界内での慣習や業界における経験があげられます。競合他社が、収益性を度外視した価格設定や取引条件を提示して

きた場合、当社グループは商機を逸する可能性があります。また、競合他社が当社グループより規模が大きい場合、又

は資金調達コストが低い場合など、価格を抑えつつ利益を確保できる可能性があります。当社グループが、これら他社

と競り合う場合、利益が減少する可能性があります。このような場合、当社グループの事業活動や財務状態及び経営成

績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

②当社グループの事業戦略、事業活動に関するリスク 

ａ．新規事業に伴うリスク 

 当社は、業績の早期回復と収益力の大幅な向上を実現することを目的として、平成24年１月に中古遊技機販売事業を

開始いたしました。中古遊技機の販売市場は推定年間6,000億円～6,500億円の大きな市場であり、当社は、パチンコホ

ールの強いニーズがある魅力的な市場と認識しております。当社グループは、特定の販売会社と協業することで当該事

業を運営してまいりましたが、当該販売会社による不正取引の発覚に伴い、事業以降の全ての取引について売上、仕入

を取り消すという会計処理をせざるを得なくなり、当該販売会社の破産手続開始により、多額の損失を被ることとなり

ました。 

 このように、当社は、収益基盤の多様化を目的として、グループ企業価値の向上に資する新規事業、あるいはM&Aも

視野に入れた投資事業についても積極的に取り組み、当社グループ全体の収益モデルの多様化を図ってまいりますが、

新規事業を計画どおり展開できない場合や競合の状況によっては、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

ｂ．取引先の不正によるリスク 

 当社は、上記ａ．に記載のとおり、中古遊技機販売事業の取引先販売会社の不正、及び破産により多額の損失を被る

だけではなく、社会的な信用を失墜することを余儀なくされました。今後、当社は、取引開始前における取引先の信用

性及びその実態に対する分析の徹底、与信審査体制の充実・拡大などの強化を図るとともに、取引開始後においても取

引に潜在するリスクの所在、性質、及び大きさに対する分析を十分に行うことを徹底いたします。また、取引全体の業

務プロセスにおいて、取引先に委託している業務が重要な業務プロセスの一部を構成している場合には、当該取引先の

業務に関し、その内部統制の有効性を評価することも徹底いたします。しかしながら、それでも取引先の不正等を未然

に防止することができなかった場合、信用不安、予期せぬ貸倒れリスクなどが顕在化し、当社グループの事業、財務状

態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

ｃ．資金調達に伴うリスク 

 当社は、事業資金の調達に関して金融機関、投資家からの借入、あるいはエクイティ・ファイナンスなどにより、安

定的な資金調達のために調達手段の多様化を図っております。しかしながら、グループ全体の業績回復の遅れ、経済情

勢の変動などの要因により、資金調達が困難となった場合、または通常よりも著しく不利な条件での資金調達等を余儀

なくされた場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

ｄ．債権が貸倒れとなるリスク 

 当社グループが営む遊技機レンタル事業における商品供給先は、全国のパチンコホールとなります。当社グループ

は、取引対象先ホールの格付調査などを行い回収リスクの極小化を図っておりますが、何らかの事由によりパチンコホ

ールからの回収が不能あるいは早期回収が困難となった場合は、当社グループの事業、財務状態及び経営成績に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループは、パチンコホールを主たる対象先として貸金業を営んでおります。当社グループは、新規契約

時の取引審査を厳格に行うとともにその後の与信管理にも万全を期しております。しかしながら、一部の貸付債権は長

期にわたることから、景気変動やその他の事由により延滞・倒産等不測の事態を被ることもあります。この場合も、当

社グループの事業、財務状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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ｅ．特定取引先への依存度が高いことによるリスク 

 当社グループが営む遊技機レンタル事業、貸金業、不動産賃貸事業においては、各々特定の取引先への売上高の割合

が高くなっております。当社は、これらの取引先との関係性を強化し、安全性が高い取引の維持を図ってまいります

が、その一方で、各事業において新規取引先の開拓、確保を強化し、特定の取引先に依存している状況からの転換を図

ってまいります。しかしながら、特定取引先への依存が解消されない場合、当該取引先の動向によっては、当社グルー

プの事業、財務状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

③その他のリスク 

ａ．不適切な会計処理に関する影響について 

 当社は、取引先による架空取引等の不正行為の判明を端緒として、過年度決算の訂正を行いましたが、これは、当社

の内部管理体制の不備により、当該不正行為を看過してしまった結果によるものであります。当社は、係る内部管理体

制の不備によって有価証券報告書等の虚偽記載に至っており、その内部管理体制については改善の必要性が高いとして

株式会社東京証券取引所より平成26年７月１日付で特設注意市場銘柄（原則１年間）に指定されております。 

 現在、当社は、特設注意市場銘柄指定解除に向けて、第三者委員会による再発防止のための提言に沿って内部管理体

制の強化に取り組んでおり、平成27年７月に内部管理体制の状況等を記載した「内部管理体制確認書」を株式会社東京

証券取引所へ提出し、特設注意市場銘柄指定解除にかかる審査を受ける予定であります。しかしながら、その審査の結

果、内部管理体制等に問題があると判断された場合には、原則として、上場廃止となります。ただし、今後の改善が見

込まれる場合には、特設注意市場銘柄の指定を継続し、６ヶ月間改善期間が延長されます。 

 

ｂ．財務報告に係る内部統制の不備について 

 当社は、内部管理体制の不備により、当該不正行為を看過してしまった結果、過年度決算の訂正を余儀なくされまし

た。これにより、当社は、平成26年３月期の内部統制報告書に、開示すべき重要な不備があり、当社の財務報告に係る

内部統制は有効でない旨の記載を行っております。当社は、財務報告の正確性を確保するために、業務プロセスの文書

化やより適正な内部監査の実施など内部統制システムの強化に努めておりますが、内部統制システムの構築当時に想定

していなかった事業環境の変化や非定型な取引に対応できず、構築された業務プロセスが十分に機能しない可能性もあ

ります。このような事態が生じた場合には、財務情報を修正する必要が生じ、当社グループの財政状態および業績に悪

影響を与える可能性があります。 

 

ｃ．継続企業の前提となる重要事象等 

 当社グループは、平成25年３月期において当期純損失342百万円、平成26年３月期において当期純損失525百万円、平

成27年３月期において当期純損失48百万円を計上し、当期純損失が継続している状況にあります。 

 このような状況を鑑みて、当社グループは、取引における収益性が高く、安定的な需要が見込まれるパチンコホー

ル、及び関連事業者を対象とした事業運営に経営資源を集中させることで、収益力及び経営体質の強化を図っておりま

す。しかしながら、これらの施策が奏功せず、今後も継続的な純損失の発生、マイナスの営業キャッシュ・フローの計

上、あるいは財務活動に重要な支障が生じることとなった等の場合には、継続企業の前提に重要な疑義が生じ、当社グ

ループの財務状態及び経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

 

ｄ．役職員の不正によるリスク 

 当社グループは、役職員に対するコンプライアンス・マインドの徹底、内部管理体制の整備等を通じ、役職員による

不正の探知又は事前防止に努めておりますが、これらによっても防げない不正、予測し得ない不正等によって当社グル

ープに著しい損害が生じた場合は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

ｅ．キーパーソンへの依存によるリスク 

 当社グループの経営は、当社代表取締役社長である田辺順一とその他キーパーソンのリーダーシップに依存してお

り、現在の経営陣が継続して当社グループの事業を運営できない場合、当社グループの財政状態及び業績に大きな影響

を及ぼす可能性があります。 

 

ｆ．小規模組織であることについて 

 当社は、当事業年度末現在、取締役３名（うち社外取締役２名）、監査役３名（全員社外監査役）、従業員６名と組

織規模が小さく、内部管理体制も当該組織規模に応じて最適化を図っております。当社は、今後とも人材の採用及び育

成に努め、内部管理体制の強化を図る所存でありますが、要員の社外流出や突発的な疾病等で業務遂行上の支障が生じ

た場合、あるいは当社グループの業務が内部管理体制の拡充を上回る速度で拡大した場合、適切な代替要員の不在や人

員増強の遅延等により、当社の内部管理体制に支障が生ずる可能性があります。 
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ｇ．人的資源が確保できないことによるリスク 

 当社グループの事業においては、豊富な経験、高い専門性などを持った有能な人材が必要であります。また、中古遊

技機レンタル事業においては、取引先が全国に存在しており、かつ中古遊技機という動産が商材となるため取引量が増

大した場合、定期的に現物確認などを行う人員が必要となります。その他の事業におきましても取引先が全国各地に分

散していく可能性があります。従いまして、当社グループが必要な人材を育成又は雇用できない場合や、雇用している

人材が退職した場合、当社の事業活動や財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

ｈ．リスク管理が十分に機能しないリスク 

 当社グループは、リスク管理の強化に取り組んでおりますが、事業が急速に拡大し、外部環境が大きく変化した場

合、リスク管理が十分に機能しない可能性があります。この場合、当社の事業活動や財政状態及び業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

ｉ．海外子会社清算にかかる税務リスク 

 当社は、平成26年２月20日付で、ジャルコの子会社であるPT．JALCO ELECTRONICS INDONESIAを解散することについ

て決議し、清算手続きを進めております。当該清算にあたりましては、インドネシア当局による税務監査を受ける予定

であり、当社は税金費用として相応の金額の引当を行っておりますが、日本国内とは全く異なる根拠で計算される税務

リスクを含んでおり、この場合、当社の財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況

当連結グループは、有価証券報告書提出会社（以下当社という）と国内連結子会社２社及び海外連結子会社１社で構成

され、当該事業に係わる各子会社等の位置付けは次のとおりであります。

 

株式会社ジャルコ

当社グループが構築・拡大しているアミューズメント業界内でのネットワークを活用し、パチンコホール向けのアミュ

ーズメント機器以外の設備販売、不動産の賃貸借、管理及び貸金業に取り組んでおります。

株式会社ジャルコアミューズメントサービス

中古パチンコ・パチスロ機器のレンタルを行っております。

PT.JALCO ELECTRONICS INDONESIA（海外：機構部品事業）

生産販売活動を終了し、清算手続きを進めております。
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事業の系統図は次のとおりであります。

 

※株式会社ジャルコの子会社であるPT.JALCO ELECTRONICS INDONESIAは、現在清算手続き中であります。

※株式会社ジャルコアミューズメントサービスにおける中古遊技機販売取引は、平成27年４月30日に開示したとお

り、継続的な販売会社との中古遊技機の共同仕入、共同販売事業について、現状の人員体制下においては、取り

組みを中止しております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

  当社は、役職員一人ひとりがプロフェッショナルとしての自覚とスキルを持ち、全ての事業分野において、高成長、

高収益を長期的に実現することにより、株主の皆様の期待にお応えすることを経営の基本方針としております。

  このために、当社は経営支配及び管理並びにグループ戦略の立案を行い、当社グループに属する各事業会社は自らの

分掌する事業に特化することで、企業集団の価値を高めることを目指してまいります。

 

（２）目標とする経営指標

  当社は、安定して収益を生み出すことが、強固な経営基盤の形成には不可欠であると認識しており、営業利益の増額

と利益率の改善に努めております。

従いまして、当社は、売上高営業利益率の向上を目標として経営活動を実施しておりますが、株式価値の向上とい

う観点からは、株主資本の効率性を示す株主資本利益率（ROE）を重要な経営指標と捉えており、ROEの最大化を図る

ことで株主価値の向上を目指してまいります。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

 当社グループは、平成24年９月に電子機器用部品事業の事業譲渡を完了し、現在は、パチンコホール及び関連事業者を

主たるお客様として、不動産のオフバランス、ファイナンス（貸金）、中古遊技機のレンタル、及び設備機器等販売など

を行うアミューズメント事業に経営資源を集中しております。

 パチンコホールは、遊技機の入れ替えを始めとして、設備更新、新規出店など年間を通して資金需要が旺盛な業種であ

ります。しかしながら、パチンコホールの主たる資産である遊技機は、毎年発売されている新機種の８割から９割が概ね

３週間程度で旬落ちし、中古機市場で数万円程度の評価になってしまうことから（一方で発売後６ヶ月～１年を経過して

も、新台価格（30万円～40万円）を上回る価格帯で取引されている機種も一部存在しますが）、銀行等金融機関との与信

取引において、担保資産として活用することが困難であり、保有する不動産等を担保資産とするだけでは、所要資金をタ

イムリーに調達することが難しい状況が続いております。

 これに対して、当社グループは、中古機相場市場における取引価格を参考に、複数のパチンコホールから入手する日々

の情報を織り込むことにより中古遊技機の真正価値を随時（ホールの状況も中古遊技機の価値も日々変化しています。）

正確に把握できることなどを強みとして、適正な価格設定、保全対応を実行するノウハウを保有しておりますので、銀行

等金融機関では対応が難しいと考えられる中古遊技機を担保資産としての資金貸し付け、あるいは、当該中古遊技機をい

ったん取得した後にレンタル取引を行うことが可能であります。加えて、当社は、パチンコホールが保有する不動産につ

いても、パチンコホールの経営全般に精通していることから、固定資産評価額など定型的な評価だけではなく、立地・商

圏等を含めた上での事業性等を鑑みた将来価値を評価に織り込むことにより、銀行等金融機関と比較すると、パチンコホ

ールの資金調達ニーズにより多く応えることも可能であります。

 このように、パチンコホールは資金ニーズが旺盛でありながら、必ずしも希望通りの資金調達（金額、タイミング）を

行うことができない状況であり、当社グループは、この状況を補う役割としてパチンコ業界における周知も進んできてい

ることから、当社の資金調達力の強化実現が前提とはなりますが、大規模かつ安定的な商機が期待できます。

 そこで、当社グループは、引き続き、取引における収益性が高く、安定的な需要が見込まれるパチンコホール、及び関

連事業者を対象とした事業運営に経営資源を集中させることで、収益力及び経営体質の強化を図ってまいります。具体的

には、資金借入、不動産、中古遊技機を始めとする営業資産のオフバランス、店内設備販売・設置を行う事業などパチン

コホールが抱える様々なニーズへの対応を可能とすべく事業分野の拡大を図ってまいります。 

 一方で、当社は、収益基盤の多様化を目的として、グループ企業価値の向上に資する新規事業、あるいはM&Aも視野に

入れた投資事業についても積極的に取り組み、当社グループ全体の収益モデルの多様化を図ってまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題

 当社は、中古遊技機販売事業における取引先による架空取引等の不正行為の判明を端緒として、平成26年６月に、過年

度決算の訂正を行いました。これは、当社グループにおいて、当該事業にかかる取引の安全性・妥当性の確認よりも事業

の拡大を優先したこと、他の取締役及び監査役との間での情報共有に不足があったことなど、当社の内部管理体制が脆弱

であったことに問題があったと考えております。

 このような事象を踏まえて、当社グループは、内部管理体制の強化を最優先とした上で、収益力及び経営体質の強化に

取り組んでまいりますが、これらの実現のために対処すべき課題は以下のとおりであります。

 

①内部管理体制強化委員会の機能強化

 当社は、平成26年７月に約定委員会（その後、内部管理体制強化委員会に改称）の設置を決定し、平成26年９月18日を

初回として、毎月１回以上委員会を開催しております。

 内部管理体制強化委員会の設置目的は、

 ・特設注意市場銘柄解除に向けた内部管理体制の改善に関する報告・確認
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 ・新規取引先の承認の検証、各取引における契約実態の検証

 ・経営リスク及びコンプライアンスの管理状況に関する報告・確認

であり、当社と利害関係のない外部専門家（弁護士、公認会計士各１名）を外部委員として招聘し、より客観的に第三者

の視点から審議、検証等を行うとともに、その内容については、都度、取締役会に報告されております。

 当社は、内部管理体制強化委員会を、当社が内部管理体制の強化を進めるにあたっての中心的な役割を担うものと位置

付けており、今後とも当該委員会の機能強化を図り、内部管理体制の強化を強力かつ着実に推し進める所存であります。

 

②コーポレート・ガバナンスの充実

 当社は、企業価値を向上させ、株主利益を最大化するとともに、ステークホルダーと良好な関係を築いていくために

は、コーポレート・ガバナンスの確立が不可欠であると認識しております。当社では、当社グループのコーポレート・ガ

バナンスのあり方について、独立役員２名（当社社外取締役及び当社社外監査役）を選任して客観的かつ中立的な視点か

ら経営監視をお願いすることなどにより、コーポレート・ガバナンスの充実を図っておりますが、社外取締役・社外監査

役への情報提供のより一層の充実を図るなど、今後も、持株会社として、グループ各社のコーポレート・ガバナンスを徹

底することで、連結経営の基盤強化、企業体質の健全性を高めてまいります。

 

③資金調達力の強化

 当社グループが収益力を強化し、強固な経営基盤を形成するためには、安定的な事業資金の調達が必須であります。当

社は、平成25年２月、11月に第三者割当増資により資本を増加し、事業資金を調達しましたが、引き続き、事業資金の調

達が喫緊の課題であると認識しております。このため、当社は金融機関、投資家からの借入、あるいはエクイティ・ファ

イナンスなどにより、安定的な資金調達のために調達手段の多様化を図ってまいります。

 

④低コスト体制の徹底

 企業間競争が進む中で、低コスト体制の徹底は極めて重要な課題と認識しております。当社グループでは引き続きコス

ト管理に注力を続け、低コスト体制の強化に取り組んでまいります。

 

⑤収益源の多様化

 持株会社制の下で、新規事業の立ち上げや事業再編を含むビジネスドメインの取捨選択を、機動的に判断することがで

きる経営体制のメリットを最大限に活用し、スピード感をもって、効率的に収益機会の拡大を図りながら、グループ全体

の企業価値を高めてまいります。

 

⑥人材の確保・育成

 業績の回復、業容の拡大及び経営体質の強化を図っていく上で、優秀な人材の確保・育成は極めて重要なものと認識し

ております。そこで、当社グループは、社員のスキル育成のための効果的な仕組みを構築するとともに、将来コアとなる

優秀な人材については積極的に確保を図ってまいります。

 

（５）その他経営上の重要事項

 該当事項はございません。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先であり、また海外からの資金調達の必要性が乏 

しいことから、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 317,548 606,518 

受取手形及び売掛金 244 － 

短期貸付金 10,329 11,980 

未収入金 39,634 73,385 

仮払金 21,638 10,948 

その他 7,198 11,379 

貸倒引当金 △7,858 △7,858 

流動資産合計 388,736 706,354 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 4,683 92,495 

レンタル用資産（純額） 262,368 171,493 

工具、器具及び備品（純額） 1,251 1,833 

土地 2,050,866 3,171,461 

有形固定資産合計 2,319,169 3,437,285 

無形固定資産    

ソフトウエア 21,442 29,602 

電話加入権 284 284 

無形固定資産合計 21,726 29,886 

投資その他の資産    

投資有価証券 340 340 

長期貸付金 1,225,670 1,433,689 

破産更生債権等 443,420 443,420 

長期未収入金 131,386 145,027 

差入保証金 6,372 18,141 

その他 3,972 588 

貸倒引当金 △524,806 △588,447 

投資その他の資産合計 1,286,355 1,452,759 

固定資産合計 3,627,252 4,919,930 

資産合計 4,015,988 5,626,284 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 725,000 1,200,000 

1年内返済予定の長期借入金 26,256 66,252 

未払金 40,631 17,975 

未払費用 18,871 343 

レンタル売上前受金 86,567 75,687 

その他前受金 18,914 4,000 

未払法人税等 27,287 16,916 

仮受金 31,533 31,533 

取引先不正調査等諸費用引当金 60,000 － 

その他 12,362 11,828 

流動負債合計 1,047,423 1,424,537 

固定負債    

長期借入金 124,557 1,433,328 

繰延税金負債 16,332 － 

退職給付に係る負債 5,997 6,122 

長期預り保証金 16,525 24,000 

関係会社清算損失引当金 79,047 59,941 

固定負債合計 242,460 1,523,392 

負債合計 1,289,883 2,947,929 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,884,157 1,884,157 

資本剰余金 3,936,709 3,936,709 

利益剰余金 △2,991,871 △3,039,986 

自己株式 △13 △23 

株主資本合計 2,828,982 2,780,857 

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 △102,877 △102,501 

その他の包括利益累計額合計 △102,877 △102,501 

純資産合計 2,726,104 2,678,355 

負債純資産合計 4,015,988 5,626,284 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 1,267,216 888,917 

売上原価 1,014,338 525,719 

売上総利益 252,877 363,198 

販売費及び一般管理費 217,597 242,720 

営業利益 35,279 120,478 

営業外収益    

受取利息 40 80 

受取配当金 68 204 

受取賃貸料 19,654 7,370 

為替差益 23,878 15,116 

レンタル代金受領益 － 6,496 

取引先不正調査等諸費用引当金戻入益 － 11,167 

その他 5,276 1,666 

営業外収益合計 48,917 42,102 

営業外費用    

支払利息 31,185 66,471 

賃貸不動産経費 7,099 1,693 

株式交付費 12,197 1,854 

仮払金精算損失 18,800 － 

貸倒引当金繰入額 － 63,640 

不動産信託化関連諸費用 － 56,466 

その他 8,298 19,029 

営業外費用合計 77,581 209,156 

経常利益又は経常損失（△） 6,616 △46,575 

特別利益    

固定資産売却益 374,426 119,362 

短期売買利益受贈益 － 61,334 

その他 417 － 

特別利益合計 374,844 180,696 

特別損失    

海外納税損失 18,592 － 

不動産売却損失 36,548 － 

固定資産売却損 159,717 13,967 

貸倒引当金繰入額 524,806 － 

取引先不正調査等諸費用引当金繰入額 60,000 － 

関係会社清算損失 1,353 － 

関係会社清算損失引当金繰入額 79,047 － 

上場契約違約金支払損失 － 10,000 

事業譲渡関連損失 － 6,621 

課徴金 － 151,500 

その他 － 4,832 

特別損失合計 880,065 186,922 

税金等調整前当期純損失（△） △498,604 △52,801 

 

- 15 -

ＪＡＬＣＯ ホールディングス㈱ (6625) 平成27年３月期 決算短信〔日本基準〕(連結)



 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

法人税、住民税及び事業税 27,166 11,646 

法人税等調整額 － △16,332 

法人税等合計 27,166 △4,686 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △525,771 △48,114 

当期純損失（△） △525,771 △48,114 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △525,771 △48,114 

その他の包括利益    

為替換算調整勘定 7,195 375 

その他の包括利益合計 7,195 375 

包括利益 △518,575 △47,738 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △518,575 △47,738 

少数株主に係る包括利益 － - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 855,000 2,907,552 △2,466,100 △5 1,296,445 

当期変動額           

新株の発行 900,000 900,000     1,800,000 

新株予約権の行使 129,157 129,157     258,315 

当期純損失（△）     △525,771   △525,771 

自己株式の取得       △7 △7 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 1,029,157 1,029,157 △525,771 △7 1,532,536 

当期末残高 1,884,157 3,936,709 △2,991,871 △13 2,828,982 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 為替換算調整勘定 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 － △110,073 △110,073 7,065 1,193,437 

当期変動額           

新株の発行         1,800,000 

新株予約権の行使       △7,065 251,250 

当期純損失（△）         △525,771 

自己株式の取得         △7 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

－ 7,195 7,195 － 7,195 

当期変動額合計 － 7,195 7,195 △7,065 1,532,667 

当期末残高 － △102,877 △102,877 － 2,726,104 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,884,157 3,936,709 △2,991,871 △13 2,828,982 

当期変動額           

新株の発行           

新株予約権の行使           

当期純損失（△）     △48,114   △48,114 

自己株式の取得       △10 △10 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計     △48,114 △10 △48,124 

当期末残高 1,884,157 3,936,709 △3,039,986 △23 2,780,857 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

為替換算調整勘定 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 － △102,877 △102,877 － 2,726,104 

当期変動額           

新株の発行           

新株予約権の行使           

当期純損失（△）         △48,114 

自己株式の取得         △10 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）   375 375   375 

当期変動額合計   375 375   △47,749 

当期末残高 － △102,501 △102,501 － 2,678,355 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失（△） △498,604 △52,801 

減価償却費 2,688 1,869 

レンタル用減価償却費 933,147 478,424 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,358 124 

受取利息及び受取配当金 △108 △284 

支払利息 31,185 66,471 

株式交付費 12,197 － 

為替差損益（△は益） 5,831 － 

関係会社清算損失 1,353 － 

海外納税損失 18,592 － 

貸倒引当金繰入額 524,806 63,640 

取引先不正調査等諸費用引当金繰入額 60,000 － 

取引先不正調査等諸費用引当金戻入額 － △11,167 

上場契約違約金支払損失 － 10,000 

課徴金納付額 － 151,500 

株式短期売買利益返戻金 － △61,334 

未払費用の増減額（△は減少） － 339 

関係会社清算損失引当金繰入額 79,047 － 

不動産売却損失 36,548 － 

有形固定資産売却損益（△は益） △214,709 △105,394 

売上債権の増減額（△は増加） 31,473 244 

不動産信託化関連諸費用 － 56,466 

事業譲渡関連損失 － 6,621 

仕入債務の増減額（△は減少） 3,116 － 

未払又は未収消費税等の増減額 25,610 △9,456 

前払費用の増減額（△は増加） － △4,136 

預り金の増減額（△は減少） － △9,448 

レンタル用資産売却による収入 27,765 103,044 

レンタル用資産取得による支出 △878,311 △479,174 

その他 219,607 △54,351 

小計 417,878 151,200 

利息及び配当金の受取額 569 284 

利息の支払額 △12,314 △85,342 

事業譲渡関連費用支払 － △6,621 

取引先不正調査等諸費用支払額 － △48,832 

上場契約違約金支払額 － △10,000 

課徴金納付 － △151,500 

法人税等の支払額 △56,049 △39,894 

法人税等の還付額 24 23,041 

海外不動産売却に係る納税損失 △18,592 － 

その他 △2,283 1,666 

営業活動によるキャッシュ・フロー 329,232 △165,998 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △32,000 － 

定期預金の払戻による収入 － 32,000 

有形固定資産の取得による支出 △2,030,408 △1,519,834 

有形固定資産の売却による収入 593,547 410,394 

有形固定資産の売却に係る手付金収入 15,000 4,000 

不動産の売却による損失 △36,548 － 

無形固定資産の取得による支出 △21,450 △8,250 

不動産信託に係る準備金による支出 － △11,695 

差入保証金の差入による支出 － △65 

貸付金の回収による収入 200,000 410,329 

貸付金による支出 △1,636,000 △620,000 

預り保証金の受入による収入 16,525 40,525 

預り保証金の返還による支出   △33,051 

その他 213 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,931,119 △1,295,646 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,284,999 475,000 

長期借入金の返済による支出 △24,172 △136,233 

長期借入れによる収入 － 1,500,000 

不動産信託化関連諸費用 － △56,466 

自己株式の取得による支出 △7 △10 

株式の発行による収入 481,336 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,742,156 1,782,290 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,480 324 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 138,788 320,970 

現金及び現金同等物の期首残高 146,759 285,548 

現金及び現金同等物の期末残高 285,548 606,518 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結しております。

当該連結子会社は、次の3社であります。

株式会社ジャルコ

株式会社ジャルコアミューズメントサービス

PT.JALCO ELECTRONICS INDONESIA

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はありません。

３．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平 

     均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

総平均法による原価法を採用しております。

たな卸資産

商品は主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により 

   算定）によっております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内子会社は定率法（ただし、建物（附属設備を除く）は定額法）、また在外子会社は定額法 

   を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物   ４～31年

運搬具       ４年

工具、器具及び備品 ２～15年

レンタル用資産   ２年

無形固定資産（リース資産を除く）

国内子会社及び在外子会社は定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

その他の無形固定資産

当社及び連結子会社は定額法によっております。

リース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

   定額法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取 

   引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(３)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

関係会社清算損失引当金

当社子会社である株式会社ジャルコの子会社になるPT.JALCO ELECTRONICS INDONESIAの解散・清算を決

議したことに伴い清算結了までに発生する諸費用に対して見積もった額を計上しております。
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(４)退職給付に係る会計処理の方法 

当社の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(５)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

(６）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

 当社グループは、アミューズメント事業を主たる事業としており、その他に電子機器用部品事業を行っており 

ますが、前連結会計年度において電子機器用部品事業を他社に譲渡したことにより、当連結会計年度における電

子機器用部品事業の売上は、譲渡先からのブランド使用料のみとなっております。従いまして、報告セグメント

はアミューズメント事業のみとし、その他の事業は全体として重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省

略しております。

 

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

 当社グループは、アミューズメント事業を主たる事業としており、その他に電子機器用部品事業を行っており 

ますが、前連結会計年度において電子機器用部品事業を他社に譲渡したことにより、当連結会計年度における電

子機器用部品事業の売上は、譲渡先からのブランド使用料のみとなっております。従いまして、報告セグメント

はアミューズメント事業のみとし、その他の事業は全体として重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省

略しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

 
１株当たり純資産額 56円40銭

１株当たり当期純損失金額 12円36銭
 

 
１株当たり純資産額 55円41銭

１株当たり当期純損失金額 1円00銭
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当期純損失（千円） 525,771 48,114

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 525,771 48,114

期中平均株式数（千株） 42,548 48,336

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他

（１）役員の異動 

  平成27年５月15日に発表いたしました「役員の異動に関するお知らせ」に記載のとおりです。

 

（２）その他 

  該当事項はありません。
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